
1 (1)都道府県知事に届け ・施設の設置者が、その事 ・届出をしていない。 ○
事 出た書類の確認 業の開始の日から１月以 ・届出の内容に不備があ ○
業 （認可外保育施設届出書） 内に届け出をしている る。
の か。（変更申請を含む）
実
施 (2)新設、増員、空き a新設
者 　定員の区分の確認 ・定員と現員に大きな乖離 ・定員と現員に差がある ○

はないか。 が、保育需要の見通しを
踏まえた増員計画がない。
（整備費助成がある場合
のみC判定。）
・余裕スペースを目的外 ○
使用している。（整備費
助成がある場合のみ。）

b増員
・増員部分のみ運営費の対 ・既存定員を含めて運営 ○
象としているか。 費の対象としている。

・定員と現員に大きな乖離 ・保育需要の見通しを踏 ○
はないか。 まえた増員計画がない。

（整備費助成がある場合
のみC判定。）

c 空き定員
・空き定員のみ運営費の対 ・既存定員を含めて運営 ○
象としているか。 費の対象としている。

・空き定員に自社従業員 ○
の乳幼児を入れてい
る。（他の一般事業主の
従業員又は地域枠の児
童であることが必要。）

・空き定員利用の企業との ・契約書がない。 ○
契約書があるか。 ・契約書の内容に不備が ○

ある。

(3)定員の遵守 ・定員を超えて乳幼児を受 ・定員を遵守していな ○
け入れていないか。 い。

(4)事業実施適格者の確認 ・拠出金の負担実績がある ・負担義務があるのに負 ○
か。 担していない。

※子ども・子育て拠出 ・現在、負担していない ○
金を負担している事 ※　施設所在地の年金事務 が、負担する予定がある。
業主（厚生年金適用事 所から送付される子ども ・現在、負担しているが、 ○
業所等）であることなどの ・子育て拠出金の額が確 3か月以内のものではない。
確認 認できる領収済通知書に

より確認すること。

・直近5年間で、保育施設 ○
の閉鎖命令や助成の取消
しを受けていないか。

（該当する場合、助成金を
返還させる。）
（受託事業者が該当す

（別添）指導・監査評価基準案（立入調査（施設運営））

指
導
基
準

調査事項 調査内容

評価基準

・閉鎖命令若しくは取り消し処分
を受けている

改
善
結
果

B C
口
頭

文
書

評価事項

判定
区分

実際の
指導

1
1



指
導
基
準

調査事項 調査内容

評価基準

改
善
結
果

B C
口
頭

文
書

評価事項

判定
区分

実際の
指導

る場合、受託事業者の変
更を条件に、返還は免除
する。）

(5)直営、委託の区分及び ・保育事業者型事業の実施 ・5年未満である。 ○
事業類型等 者は施設等の運営実績が5 　 　

年以上あるか。 　
※事業の類型種別
①一般事業主による事業 ・委託の場合、委託契約書 ・契約書がない。 　 ○
②保育事業者型事業 があるか。 ・契約書の内容が不備。 ○

（保育事業実施にかか 　
る責任が明確化されて
いない。）

・委託の場合、委託事業者の ・5年未満である。 ○
施設等の運営実績が5年以
上あるか

・事業類型の変更承認の ・実施機関の承認がされて ○
有無 いない。
（事業類型が変更されて
いると考えられる場合）

(6)利用定員の設定 ・それぞれ定員を設定して ・設定していない。 ○
従業員枠（自社、共同利用）、いるか。 ・設定に誤りがある。 ○
地域枠の設定確認

・地域枠が定員の50％を超 ○
　 えていないか。
　 （弾力的運用の実施状況）
　 ○

○

○

(7)共同利用 ・共同利用契約書があるか。 ・利用契約書がない。 ○
・利用契約書はあるが、利 ○
用定員、企業負担額が明
確でない。

(8)共同設置 ・共同設置にかかる取決め ・取決め文書がない。 ○

・一般事業主による事業の場
合、自社従業員枠を利用定員
の1割以上の設定をしている
か。

・50％を超過し、入所保留の通
知を受けた児童の受入がない。

・従業員枠の空き定員を活用し
た一時的なものでない。

・利用定員の全てが地域
枠となっている。（従業員枠児童
が全員退園した結果、全員地域
枠になった場合を除く。但し、そ
の場合は新規の地域枠の受入
はできない。）

・自社従業員枠を1割以上設定
していない

（自社従業員枠を共同利用枠
又は地域枠として活用すること
は可能、その場合でも1割以上
を自社従業員枠として確保す
ることが必須）

2
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文書があり、財産区分が ・取決め文書の内容に ○
明確になっているか。 不備がある。

(9)サービス利用者との ・以下の事項について、利 ・契約書が作成されてい ○
契約、契約内容の書面 用者に書面による交付が ない、又は書面により交付
による交付 されているか。 されていない。

(a) 設置者の氏名及び住所 ・無償化対応した契約書等 ○
又は名称及び所在地 を用いて契約を更新して
(b) 当該サービスの提供に いない。
つき利用者が支払うべき ・施設が無償化の対応を ○
額に関する事項 行っていない。

・左記(a)～(h)の事項につ ○
き、交付内容が不十分で
ある。

(c) 施設の名称及び所在地
(d) 施設の管理者の氏名及
び住所
(e) 当該利用者に対し提供
するサービスの内容
(f) 保育する乳幼児に関し
て契約している保険の種
類、保険事故及び保険金
額
(g) 提携する医療機関の名
称、所在地及び提携内容
(h) 利用者からの苦情を受
け付ける担当職員の氏名
及び連絡先

2 (1)利用者負担額が確認 ・保育所運営規程や重要事 ・定めていない。 ○
利 できる書類 項説明書又は入園のしお ・定めはあるが一部内容に ○
用 りに利用者負担額につい 不備がある。
者 ※　利用者負担額 て定めているか。
負 （無償化対象者以外の者）
担 は、実施要綱の別 ・別紙4に定める金額を ○
額 紙4に定める利用 超えている。
等 者負担相当額で設 （超えている場合は、

定することが原則 ※　別紙の金額（R1,2） その理由を詳細に確認
4歳以上児  23,100円 すること。）
3歳児     　 26,600円 ※　合理的理由とは言い
1・2歳児   　37,000円 難いと判断された場合
0歳児      　37,100円 は公費助成が行われて

いることから別紙4に
定める平均的な水準に
近づけるよう文書指導する
こと。

・従業員枠と地域枠で利用 ・従業員枠の軽減額を地 ○
者負担額に差を設けてい 域枠に転嫁しており、社
る場合、社会通念上合理 会通念上合理的と考え
的と考えられる範囲内 られる範囲を超えてい
か。 る。

・明記していない ○

・別紙4の金額を必要以上に超
えて定めていないか。

・無償化対象者、無償化対象
外者双方の月額保育料を明記
しているか

※無償化対象と無償化対象外
に応じた利用者負担額（月額
保育料）を明記しているか
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(2) 保育の質の向上や便 ・保育の質の向上や便宜に ・書面により明らかにし ○
宜に要する費用 要する費用を保護者に求 ておらず、説明もしてい

める場合、当該費用の使 ない。
途、金額及び理由につい ・入園料、入園確約料及 ○
て書面により明らかにす び特別な理由のない会
るとともに、保護者に説 費など、適切とは言い難
明をし同意を得ている い金銭を保護者に求め
か。 ている。
また、当該費用の内容は
適切か。

○

・0～2歳児について、食事の提
供に要する費用を保護者に求
めていないか。

○

(3)利用者負担額領収確 ・利用者負担額の徴収方法 ・運営規程等に定めてい ○
認書類（支給控除項 について運営規程等に定 　ない。
目一覧表） めているか。 ・運営規程等に定めてい ○

るが、内容に不備がある。

・徴収の実態を確認する。 ・現金で徴収した場合に ○
領収書を発行していない。

○

3 (1)開所時間、開所日が ・標榜している開所時間 ・日常的に開所時間が短 ○
開 確認できる書類 （11時間又は13時間） い。
所 どおり開所しているか。
時
間 ・曜日によって開所時間が ・適用単価が適切でな ○
・ 異なる場合、どの単価を い。
開 適用しているか。
所
日 (2)開所日 ・正当な理由（インフルエ ・正当な理由なく休園し ○

ンザなど感染症蔓延、食 ている。
中毒発生など）なく休園
していないか。

（3歳以上児の主食と副食費の
提供に要する費用は求めるこ
とができる。）
（副食費の目安は4500円）

・無償化の実施に伴い、当該
費用を値上げすることにより、
実質的に保育料を値上げして
いないか。

・合理的な理由がなく当該費用
を値上げしている。

・一時預かり、病児保育に関す
る利用料について、「特定子ど
も・子育て支援の提供に係る領
収書」(参考様式1)を発行してい
ない。

・0～2歳児に係る食事の提供に
要する費用を保護者に求めてお
り、利用者が同意する説明を
行っていない。
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4 (1)0・1歳児の保育室等 [定員20人以上]
保 の面積 a 乳児室 ・不足している。 ○
育          1.65㎡/人
室 b ほふく室 ・不足している。 ○
等          3.3㎡/人
の c 乳児室、ほふく室を含め ・不足している。 ○
構 た全保育室面積が充足 ・現員では不足していない ○
造 しているか。 が、定員では不足している。
設
備 ｄ 乳児室又はほふく室 ・備えていない。 ○
及 に、保育に必要な用具
び を備えているか。
面
積 [定員6人以上19人以下]

a 乳児室又はほふく室 ・不足している。 ○
　　　　　3.3㎡/人 ・現員では不足していない ○

が、定員では不足している。

b 乳児室又はほふく室 ・備えていない。 ○
に、保育に必要な用具
を備えているか。

(2)2歳児以上の保育室 a 保育室又は遊戯室 ・不足している。 ○
等の面積 　　　　　1.98㎡/人 ・現員では不足していない ○

が、定員では不足している。

b 保育室又は遊戯室に保 ・備えていない。 ○
育に必要な用具を備え
ているか。 ［乳幼児数に対して保育

室面積が不足するよう
な場合には、乳幼児の
受入を控えるよう指導
を行うこと。（(1)(2)共通）］

(3) 屋外遊戯場 ・屋外遊戯場 ・不足している。 ○
      3.3㎡/人 （付近に代わるべき公園

等があれば可）

(4) 調理室（調理設備） ・調理室（調理設備）の有無 ・調理室（調理設備）がない。 ○
　

※　満3歳以上児及び ※  定員20人以上 　※　調理設備
一定の条件のもとに 調理室 　　　電磁調理器IH、
満2歳以下の児童に 定員19人以下 　　　電子レンジ、
対する食事の提供は 調理設備 　　　冷凍冷蔵庫等
外部搬入が可能であ
るが、その場合であ ・乳幼児が、保育室から簡 ・区画されていない。 ○
っても、必要な調理 単に調理室に立ち入るこ （調理設備の場合にあっ
のための加熱、保存 とができないように区画 ても、衛生や乳幼児の
等の調理機能を有す されているか。 安全が十分確保される
る設備を備えなけれ 状態となっているこ
ばならない。 と。）

・区画はあるが、扉が閉 ○
められていない等運用
面の注意を要する。

・衛生的な状態が保たれて ・衛生的でない。 ○
いるか。 （原則として、Ｃ判定区

5
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分とするが、清掃方法
の見直し等軽微な改善
指導については、Ｂ判
定区分としてよい。）
・一部に衛生的でない部分 ○
がある。

(5) 医務室 ・定員20人以上の場合、 ・医務室がない。 ○
医務室があるか。 （医務室と称していて

も仕切りがないものは
認められない。）
・医務室はあるが、安静を ○
確保する方策がない。

(6) おおむね1歳未満児 ・区画されていない。（保 ○
の区画及び安全性の確保 育場所が別の部屋にな

い、又はベビーフェン
ス、ベビーベッド等の区
画がない。）

※おおむね1歳未満児の保 ・区画が不十分（ベビー ○
育を行う場所とその他の フェンス等があっても、
児童の保育を行う場所 十分活用されていな
は、別の部屋であること い。）
が望ましいが、部屋を別
にできない場合は、明確
な段差やベビーフェン
ス、ベビーベッド等で区
画すること。

(7) 保育室の採光及び換 ・採光が確保されている ・窓等採光に有効な開口 ○
気の確保、安全性の確 か。 部がない。
保 （建築基準法第28条第

1項及び同法施行令第
19条の規定（認可保育
所の保育室の採光）に準
じ、窓等採光に有効な開
口部の面積が床面積の
5分の1以上であるこ
とが望ましい。）

・換気が確保されている ・窓等換気に有効な開口 ○
か。 部がない。

（建築基準法第28条第
2項の規定（居室の換
気）に準じ、窓等換気
に有効な開口部の面積
が床面積の20分の1以
上であるか、これに相当
する換気設備があるこ
とが望ましい。）

(8) 便所 ・便所及び手洗設備は、幼 ・幼児用トイレ、手洗設備 ○
児が安全に使用できるも でない。
のか。 （幼児用便座の代用不可）

・便所の手洗設備が設けら ・便所用の手洗設備が ○
れているだけでなく、衛 設けられていない

・おおむね１歳未満児とその他
の児童の保育場所が区画さ
れ、かつ安全性が確保されて
いるか。

6
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生的に管理されている ・手洗設備が不衛生（十 ○
か。 分に清掃がなされてい

ない。石鹸がないなど。）

・便所は保育室及び調理室 ・便所が、保育室及び調 ○
と区画され、衛生上問題 理室と区画されていな
がないか。 い。

・便所が不衛生(十分に清 ○
掃がなされていない。)

・便所の数は、おおむね幼 ・不足している。 ○
児20人につき1以上あ
るか。

(9) 消火用具の設置 ・消火用具が設置されてい ・消火用具がない又は消 ○
るか。 火用具の機能が失効し

ている。（使用期限が経
過している。）

・職員が消火用具の設置場 ・消火用具の設置場所等 ○
所及びその使用方法を知 につき、周知されていな
っているか。 い。

(10) 非常口の設置 ・非常口は、火災等非常時 ・保育室を１階に設けて ○
に入所乳幼児の避難に有 いるが、適切な待避用経
効な位置に、適切に設置 路がない。
されているか。 ・退避用経路に障害物等 ○

がある。
※　２階以上の施設につ
いては、本指導基準５
により評価を行うもの
とする。

(1) 保育室が2階の場合 ・転落防止設備がない。 ○

の条件 ・転落防止設備が活用さ ○
れていない等運用面で
注意を要する事項があ
る。

・建築基準法第2条第 ○
9号の2に規定する耐
火建築物又は建築基準
法第2条第9号の3に
規定する準耐火建築物
（ロに該当するものを
除く。）でない。

・乳幼児の避難に適した構 ・下表に掲げる（い） ○
造の施設若しくは設備が 欄及び（ろ）欄に掲げ
それぞれ1つ以上設けら る施設又は設備がそれ
れているか。 ぞれ１以上設けられて

いる。
※　保育室等の室内面の （い）　　　①　屋内階段
材質確認は、外観では 　　　　　　②　屋外階段
判別が難しいので、建 （ろ）　　　①　建築基準法施行令第123条第1項に規定
築図面等で確認するこ 　　　　　　　　する構造の屋内避難階段又は第3項に規定
と。 　　　　　　　　する構造の屋内特別避難階段

５
保
育
室
を
2
階
以
上
に
設
け
る
場
合
の
条
件

・耐火建築物若しくは準耐火建
築物か。

・保育室その他乳幼児が出入
りし又は通行する場所に、乳
幼児の転落事故を防止する設
備を備えているか。

7
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　　　　　　②　待避上有効なバルコニー
　　　　　　③　建築基準法第2条第7号の2に規定する
　　　　　　　準耐火構造の傾斜路又はこれに準ずる設備
　　　　　　④　屋外階段

(2) 保育室が3階の場合 ・保育室その他乳幼児が出 ・転落防止設備がない。 ○
の条件 入りし、叉は通行する場 ・転落防止設備が活用さ ○

所に、乳幼児の転落事故 れていない等運用面で
を防止する設備が設けら 注意を要する事項があ
れているか。 る。

・耐火建築物か。 ・建築基準法第2条第9 ○
号の2に規定する耐火
建築物でない。（準耐火
建築物は不可）

・乳幼児の避難に適した構 ・以下に掲げる施設又は ○
造の施設又は設備がそれ 設備のうち該当するも
ぞれ1つ以上設けられて のが一つもない。
いるか。 ①　建築基準法施行令

第123条第1項に規
定する構造の屋内避
難階段又は第3項に
規定する構造の屋内
特別避難階段
②　屋外階段

・以下に掲げる施設又は ○
設備のうち該当するも
のが一つもない。
①　建築基準法施行令
第123条第1項に規
定する構造の屋内避
難階段又は第3項に
規定する構造の屋内
特別避難階段
②　建築基準法第2条
第7号に規定する耐
火構造の傾斜路又は
これに準ずる設備
③　屋外階段

・上記の階段等は、避難上 ・上記の階段等は、保育 ○
有効な位置に設けられ、 室の各部分からの歩行
かつ、保育室の各部分か 距離が30ｍを超えている
らその一つに至る歩行距 ものがある。
離がいずれも30ｍ以下
になっているか。

・調理室又は調理設備（以 ・以下に掲げる施設又は ○
下、「調理室等」という。） 設備のうち該当するも
は床及び壁が耐火構造 のが一つもない。
で戸が防火戸であるか。 ①　保育施設の調理室

等以外の部分と調理
※　ダンパー：ボイラー 室等を建築基準法第
などの煙道や空調装置 2条第7号に規定する
の空気通路に設けて、 耐火構造の床若しく
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煙の排出量、空気の流 は壁又は建築基準法
量を調節するための装 施行令第112条第1
置 項に規定する特定防

火設備で区画し、換
気、暖房又は冷房の
設備の風道が、当該
床若しくは壁を貫通
する部分又はこれに
近接する部分に防火
上有効なダンパーが
設けられている。
②　調理室等にスプリ
ンクラー設備その他
これに類するもので
自動式のものが設け
られている。
③　調理室等において
調理用器具の種類に
応じ有効な自動消火
装置が設けられ、か
つ、当該調理室等の外
部への延焼を防止す
ために必要な措置が
講じられている。

・保育室の壁及び天井の室 ・左記を満たしていない。 ○
内に面する部分の仕上げ
を不燃材料でしている
か。

・非常警報器具又は非常警 ・左記を満たしていない。 ○
報設備及び消防機関への
通報設備（電話で可）があ
るか。

※　非常警報器具：警鐘、
携帯用拡声器、手動式
サイレン等のこと。
※　非常警報設備：非常
ベル、自動式サイレン、
放送設備等のこと。

・カーテン、敷物等で可燃 ・左記を満たしていない。 ○
性のものについて防炎処
理されているか。

(3) 保育室が4階以上の ・保育室その他乳幼児が出 ・転落防止設備がない。 ○
場合の条件 入りし、叉は通行する場 ・転落防止設備が活用さ ○

所に、乳幼児の転落事故 れていない等運用面で
を防止する設備が設けら 注意を要する事項があ
れているか。 る。

・耐火建築物であるか。 ・建築基準法第2条第9号 ○
の2に規定する耐火建
築物でない。（準耐火建
築物は不可）

9
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・乳幼児の避難に適した構 ・以下に掲げる施設又は ○
造の施設又は設備がそれ 設備のうち該当するも
ぞれ1つ以上設けられて のが一つもない。
いるか ①　建築基準法施行令

第123条第1項に規
定する構造の屋内避
難階段又は第3項に
規定する構造の屋内
特別避難階段
②　建築基準法施行令
第123条第2項に規
定する構造の屋外避
難階段

・以下に掲げる施設又は ○
設備のうち該当するも
のが一つもない。
①　建築基準法施行令
第123条第1項に規
定する構造の屋内避
難階段又は第3項に
規定する構造の屋内
特別避難階段（ただ
し、同条第1項の場合
においては、当該階
段の構造は、建築物
の1階から保育室が
設けられている階ま
での部分に限り、屋内
と階段室とは、バルコ
ニー又は付室（階段室
が同条第3項第2号
に規定する構造を有
する場合を除き、同
号に規定する構造を
有するものに限る。）
を通じて連絡するこ
ととし、かつ、同条第
3項第3号、第4号及
び第10号を満たすも
のとする。）
②　建築基準法第2条
第7号に規定する耐
火構造の傾斜路
③　建築基準法施行令
第123条第2項に規
定する構造の屋外避
難階段

・上記の階段等は、避難上 ・上記の階段等は、保育 ○
有効な位置に設けられ、 室の各部分からの歩行
かつ、保育室の各部分か 距離が30ｍを超えている
らその一つに至る歩行距 ものがある。
離がいずれも30ｍ以下
になっているか。

・調理室等は床及び壁が耐 ・以下に掲げる施設又は ○
10
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火構造で戸が防火戸で 設備のうち該当するも
あるか。 のが一つもない。

①　保育施設の調理室
※　ダンパー：ボイラー 等以外の部分と調理
などの煙道や空調装置 室等を建築基準法第
の空気通路に設けて、 2条第7号に規定する
煙の排出量、空気の流 耐火構造の床若しく
量を調節するための装 は壁又は建築基準法
置 施行令第112条第1

項に規定する特定防
火設備で区画し、換
気、暖房又は冷房の
設備の風道が、当該
床若しくは壁を貫通
する部分又はこれに
近接する部分に防火
上有効なダンパーが
設けられている。
②　調理室等にスプリ
ンクラー設備その他
これに類するもので
自動式のものが設け
られている。
③　調理室等において
調理用器具の種類に
応じ有効な自動消火
装置が設けられ、か
つ、当該調理室等の外
部への延焼を防止す
るために必要な措置
が講じられている。

・保育室の壁及び天井の室 ・左記を満たしていない。 ○
内に面する部分の仕上げ
を不燃材料でしている
か。

・非常警報器具又は非常警 ・左記を満たしていない。 ○
報設備及び消防機関への
通報設備（電話で可）があ
るか。

・カーテン、敷物等で可燃 ・左記を満たしていない。 ○
性のものについて防災処
理されているか。

6 ・新築、改築等の場合に工 ・受けていない。 ○
確 事内容が建築基準法に適 （既存建物の場合は、
認 合していることの証明書 従前のもので耐火・準
済 の交付を受けているか。 耐火建築物等であるこ
証 とを確認。大規模修繕
・ の場合は、200㎡を超
検 え、用途変更を行った
査 場合に届出や建築指導
済 課との協議が必要な場
証 合があるので要注意。）

・受けているようだが、 ○

(1) 建築確認済証（前回監
査で確認済みなら不要）
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提示できない。

・工事途中の中間検査や工 ・受けていない。 ○
事完了時の完了検査にお ・受けているようだが、 ○
いて工事が建築基準法に 提示できない。
適合していることを証す
る検査済証の発行を受け
ているか。

7 (1) 保育所運営規程 ・保育事業の適切な運営を ・定めていない。 ○
保 確保するために人員及び ・一部内容に不備がある。 ○
育 ※　保育所保育指針 管理運営に関する事項を
所 （平成29年厚生労 定めているか。
運 働省告示第117号
営 ）を踏まえた適切
に な保育が行われて
係 いるか。
る
一 (2) 重要事項説明書 ・重要事項説明書を作成 ・重要事項説明書を作成 ○
般 （兼入園のしおり） し、保護者への説明後に していない。
的 同意書を徴求している ・一部内容に不備がある。 ○
事 か。 ・同意書は求めていな ○
項 い。

(3) 園だより ・保護者への情報提供に資 ・作成していない。 ○
するため、毎月作成し提 ・毎月作成していない。 ○
供しているか。

(4) 年間行事予定表、 ・保護者への情報提供に資 ・作成していない。 ○
日程表 するため、毎年度当初に ・提供していない。 ○

作成し提供しているか。

(5)全体的な計画の作成 ・保育の目標を達成するた ・全体的な計画が作成さ ○
及び保育の内容等 めに、各保育所の保育の れていない。

方針や目標に基づき、子 ・全体的な計画は作成さ ○
どもの発達過程を踏まえ れているが、一部内容に
て、保育の内容が組織的 不備がある。
・計画的に構成され、保
育所の生活の全体を通し
て、総合的に展開される
よう、全体的な計画を作
成しているか。

・全体的な計画に基づき、 ・指導計画が作成されて ○
指導計画（長期・短期）を いない。
作成しているか。 ・指導計画は作成されて ○

いるが、一部内容に不備
がある。

○

・年齢に応じた月間個別指導計
画は作成されているが、一部内
容に不備がある。

○

・必要に応じ、乳幼児に入 ・汚れたときの処置が不 ○
浴又は清拭をし、身体の 適当（特に注意を要す

・年齢に応じた月間個別指導計
画が作成されていない。

(2) 検査済証（前回監査で
確認済みなら不要）

・年齢（３歳未満児）に応じた月
間個別指導計画を作成してい
るか。
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清潔が保たれているか。 るものについては文書
指導を行うこと。）

・沐浴、外気浴、遊び、運動、 ・屋外遊戯の機会が適切 ○
睡眠等に配慮している に確保されていない。
か。 （幼児）

・外気浴の機会が適切に ○
確保されていない。（幼
児）
（特に注意を要する
ものについては文書指
導を行うこと。）

・漫然と乳幼児にテレビを ・テレビやビデオを見せ ○
見せ続けるなど、乳幼児 続けている。
への関わりが少ない「放 ・一人一人の乳幼児に対 ○
任的」な保育になってい してきめ細かくかつ相
ないか。 互応答的に関わってい

ない。
（特に注意を要するも
のについては文書指導
を行うこと。）

・必要な遊具、保育用品が ・遊具がない。 ○
備えられているか。 ・遊具につき、改善を要 ○
※　テレビは含まない。 する点がある。（年齢に

応じた玩具が備えられ
ていない。衛生面に問
題がある等。）
・大型遊具を備える場合 ○
にあっては、その安全性
に問題がある。

(6)保育に従事する者の ・自治体や児童育成協会が ・外部で開催される研修 ○
保育姿勢等 実施する各種の研修会に に積極的に参加する機
(a) 保育に従事する 積極的に参加するなど保 会を設けるなど、保育に
者の人間性と専門 育従事者の専門性及び質 従事する者の質の向上
性の向上 的向上に努めているか。 に努めていない。

・ 乳幼児の最善の利益を ○
考慮し、保育を提供する
者として、適切な姿勢で
あること。
特に、施設の運営管理
の任にあたる施設長につ
いては、その職責にかん
がみ、資質の向上、適格性
の確保が求められること。
保育所保育指針を理解
する機会を設けるなど、
保育に従事する者の人間
性と専門性の向上を図る
よう努めているか。

(7)乳幼児の人権に対す ・乳幼児に身体的苦痛を ・配慮に欠けている。 ○
る十分な配慮 与えたり、人格を辱める

ことがないなど、乳幼児

・計画的に施設内研修の機会を
設けるなど、保育に従事する者
の質の向上に努めていない。

（例）しつけと称するか否かを問
わず児童に身体的苦痛を与えて
いる。13
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の人権が十分配慮されて
いるか。 いわゆるネグレクト

や差別的処遇が見ら
れる。等

(8)嘱託医との契約の締結 ・小児科（内科）医との ・契約書がない。 ○
契約書を締結して ・一部内容に不備がある。 ○
いるか。

・歯科医との契約 ・契約書がない。 ○
書を締結しているか。 ・一部内容に不備がある。 ○

(9)非常災害に対する具 ・消防計画が適正に作成さ ・利用者30人以上の施設 ○
体的計画（消防計画 れ届出が行われている につき、消防計画を作
）の策定 か。 成、届出する義務がある

が、作成、届出をしてい
※　消防法上30人以上 ない。
の施設については、消 ・消防計画を作成してい ○
防計画の作成及び届出 るが、届出をしていない。
の義務がある。
　30人未満の施設で
あっても、乳幼児の安
全確保の観点から届出
が望ましい。
※　消防計画の内容変更
の必要のある場合は、
変更届の提出を行うも
のとする。

・防火管理者の選任・届出 ・30人以上の施設であっ ○
が行われているか。 ても選任、届出をしてい

ない。
※　認可外保育施設も消 ・防火管理者を選任してい ○
防法上の児童福祉施設 るが、届出をしていない。
とみなされるため、30
人以上の施設は、防火
管理者の選任、届出を
行わなければならな
い。30人未満の施設で
あっても、乳幼児の安
全確保の観点から、届
出を行うことが望まし
い。

(10)避難消火等の訓練の ・訓練は、年間計画に沿って ・訓練が1年以内に１回 ○
毎月１回以上の実施 毎月定期的に行われ、記 も実施されていない。

録が残されているか。 ・訓練がおおむね毎月実 ○
施されている状況にな

※　訓練内容は、消火活 い。
動、通報連絡及び避難
誘導等の実地訓練を原
則とする。

(11)不審者対応訓練の計 ・訓練は、年間計画に沿っ ・一度も実施されていな ○
画・記録 て最低でも年間２回程度 い。

実施され、記録が残され ・複数回実施されていな ○
ているか。 い。

（例）しつけと称するか否かを問
わず児童に身体的苦痛を与えて
いる。
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(12)保護者との連絡等 ・連絡帳またはこれに代わ ・保護者との連絡を適切 ○
a 日々の連絡体制 る方法により、保護者か に行い、家庭との連携

らは家庭での乳幼児の様 を図るように努めてい
子を、施設からは施設で ない。
の乳幼児の様子を、連絡
しているか。

b 緊急時の連絡体制 ・緊急時に保護者へ早急に ・保護者の緊急連絡表が ○
連絡できるよう緊急連絡 整備されていない。
表が整備され、全ての保
育に従事する者が容易に
わかるようにされている
か。

・職員が在職中のみなら ・職員秘密保持規程が整 ○
ず、退職後も業務上知り 備されていない。
得た乳幼児又はその家族 ・職員から秘密の保持に ○
の秘密を漏らすことのな 関する誓約書を徴収す
いよう必要な措置を講じ るなど必要な措置を講
ているか。 じていない。

・職員秘密保持規程又は ○
誓約書の内容に不備あり。

○

・理由なく乳幼児の個人情 ・乳幼児の個人情報を適 ○
報の持ち出しがないよう 切に管理していない。
適切に管理しているか。

(14)事故防止及び事故 ・「教育・保育施設等におけ ○
発生時の対応マニュ る事故防止及び事故発生
アルの作成 時の対応のためのガイド （睡眠中の窒息事故、

ラインについて」等に基 プール活動・水遊び中
づき、適切に対応してい の事故、食事中の誤嚥、
るか。 玩具・小物等の誤嚥、食

物アレルギーなどの事
故発生時）

○

・施設独自の指針等（マニ ・ガイドラインを参考に ○
ュアル）が整備されてい 施設としての事故防止
るか。 及び事故発生時の指針

等（マニュアル）が整備
されていない。
・マニュアルは整備されて ○
いるが、内容に不備がある。

・指針等（マニュアル）に沿 ・ガイドライン及びマニ ○
った対応策が全職員に徹 ュアルを職員に周知し
底されているか ていない

(13)職員秘密保持規程の整
備及び個人情報管理

・プライバシーポリシーに関し
て、利用目的（助成金関係手
続の利用を含む。）等を掲示す
るなど、包括的同意を得ている
か

・個人情報の取得に当たって利
用目的を定め同意を得ている
か。

・ガイドラインに沿った対応がと
られていない。

・ガイドラインに沿った対応が一
部しかとられていない。
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(15)事故報告・ヒヤリ ・ガイドライン及びマニュ ・行われていない。 ○
ハット報告 アルに沿って、事故報告 ・ヒヤリハットの報告数 ○

及びヒヤリハット報告が が極めて少ない。
行われているか。 （年間数回程度。）

(16)虐待防止及び ・「子ども虐待対応の手引 ・手引きに沿った対応 ○
虐待防止マニュアルの作成 き」平成25年8月23 がとられていない。

日付（雇児総発第0823
第1号）厚生労働省雇用
均等・児童家庭局総務課
長通知）等に基づき、適
切に対応しているか。

・手引きを参考に施設と ○
しての指針等（マニュア
ル）が整備されていない。
・マニュアルは整備されて ○
いるが、内容に不備がある。

・指針等（マニュアル）に沿 ・手引き及びマニュアル ○
った対応策が全職員に徹 を職員に周知していな
底されているか。 い。

(17) 苦情への適切な対 ・苦情解決の仕組みが整備 ○
　応 され、全職員及び外部に

周知されているか。 ○

・苦情を記録し、苦情解決 ・迅速かつ適切に対応 ○
の仕組みに基づき、迅速 していない。
かつ適切に対応している ・第三者委員が選任され ○
か。 ていない。

8 (1)対象乳幼児の確認 ・支給認定を受けている、 ・支給認定証がない。 ○
児 あるいは就労証明書等が （有効期間の失効）
童 あるか。 ・就労証明書等がない。 ○
に
係 ○

る

関

係

書

類 ○

○

・支給認定証又は就労 ○
証明書等の期限切れ等

・無償化に伴う0～2歳児の非課
税世帯において非課税であるこ
とを証明する書類がない。

・施設独自の指針等（マニュア
ル）が作成されているか

・苦情解決の仕組み（規程等）が
整備されていない。
・全職員及び外部に周知されて
いない。

・無償化に伴う3歳以上児（非課
税世帯等の2歳未満児）に係る
地域枠児童の支給認定書がな
い。

・無償化に伴う０～2歳児の「生
活保護」、「里親」の利用者にお
いて、保護証明書、里親委託に
係る通知書がない。
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不備がある。

(2)児童出席表 ・利用乳幼児に係る登降園 ・整備されていない。 ○
簿（出席表）は整備され ・登降園時間についての ○
ているか。 記録がない。

・時間単位が保育従事者分 ○
と一致していない。

(3)児童票 ・在籍（利用）乳幼児及び ・整備されていない。 ○
その家族の状況、出生・発 ・記録等記載内容に不備 ○
育歴その他健康状態に関 がある。
する記録が整備されてい
るか。

(4) 保育所児童保育要録 ・保育の記録に基づいて、 ・保育所児童保育要録が ○
保育所児童保育要録が作 作成されていない。
成されているか。また、 ・小学校へ送付されてい ○
児童の就学に際し、小学 ない。（原本保存されて
校への送付が行われてい いるか。）
るか。（5歳児のみ）

(5)児童数の確認書類 ・監査月初日の児童数を確 ・登降園簿がないため確 ○
認できる書類はあるか。 認できない。

・在園時間別児童数が確認 ・登降園簿がなく登降園 ○
できる書類はあるか。 時間についての記録が

ないため、監査日前１週
間分の確認ができない。

・登降園簿による児童数と ○
月次報告数が一致してい
ない。

(6)延長保育事業 ・実施延長時間、平均対象 ・要件を満たしておらず、 ○
乳幼児数は要件を満たし 適用区分が誤っている。

※「延長保育事業の ているか。
実施について （前月分の平均乳幼児数
（平成27年7月17 が確認できる書類の提出
日付雇児発0717第 を受け確認すること。）
10号）」に定める基
準に準じること。 ・保育に従事する者が不足 ・不足している。 ○

していないか。 （1事業所につき、2名
を下ることはできな
い。）
・保育士が1/2未満となっ ○
ている。

(7) 夜間保育 ・おおよそ午後10時まで ・開所時間が満たない。 ○
（参考） 開所しているか。
※「夜間保育所の設
置認可等について ・在籍乳幼児の大半が午後 ・午後10時までの利用が ○
（平成12年3月 10時まで利用している 少ない。
30日児発第298 か。 （実態が夜間保育の要
号）］に準じるこ 件に合致しない場合は、
と。 延長保育加算への切り

替えを指導すること。）
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・夜間保育に従事する者が ・不足している。 ○
不足していないか。 ・保育士が1/2未満となっ ○

ている。

・仮眠のための設備及びそ ・仮眠のための設備がな ○
の他夜間保育に必要な設 い。
備、備品が備えられてい ・その他夜間保育に必要 ○
るか。 な設備、備品が備えられ

ていない。（仮眠のため
の布団、毛布や入浴のた
めの備品、設備等）

(8) 一時預かり事業 ・都道府県知事へ届出され ・届出されていない。 ○
ているか。 （都道府県が必要として

※「一時預かり事業 いる場合）
の実施について
（平成27年7月 ・一時預かり事業の児童数 ・一時預かりの整理簿が ○
17日付け27文科 が確認できる書類はある ないため、監査日前１年
初第238号・雇児 か。 間分の確認ができない。
発0717第11号）」
に定める基準に準 ・一時預かり事業を一般型 ・専用スペースがない。 ○
じること。 で実施する場合、専用ス

ペースはあるか。
・一般型を実施する場合、 ・保育に従事する者が不 ○
保育に従事する者が不足 足している。
していないか。 ・保育士が1/2未満となっ ○

ている。
※職員配置の特例がある
ことに留意

・専任か。 ・専任でない。 ○
（最低2人必要。ただし、 ※職員配置の特例がある
保育施設と一体的に運営 ことに留意
されている場合であっ ・保育士以外の保育に従 ○
て、保育に従事する者の 事する者について、所定
支援が受けられる場合等に の研修を終了していない。
は、保育士1人で処遇が
できる乳幼児数の範囲に
おいて、保育に従事する
者を1人とすることがで
きる。）

・余裕活用型で実施する場 ・定員を超えている。 ○
合、余裕定員の枠内か。

・対象児童は適切か。 ・対象外児童を預かっている。 ○

(9)病児保育事業 ・届出されていない。 ○

（都道府県が必要として
※　「病児保育事業 いる場合）
の実施について

(平成27年7月17 ・病児保育を実施してい ○

日雇児発0717第 ない。（基本分支出の妥
12号)」に定める基 当性の確認）

準に準じること。

・都道府県知事へ届出されて
いるか。

・病児対応型、病後児対応型、
体調不良時対応型の事業種
別の確認
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○

【一部改正】

・病児対応型、病後児対応 ・専用スペース（保育室及 ○
※　病児対応型、病 型を実施する場合に専用 び観察室又は安静室）が
児対応型の職員配 スペースがあるか。 ない。
置基準
・看護師、准看護師、 ・調理室があるか。（なお、 ・調理室がない。 ○
保健師又は助産師 本体施設等の調理室と兼 （兼用の場合は、指摘を
（以下「看護師等」 用しても差し支えないこ 要しない。）
という。）を利用児 と。）
童おおむね10人に
つき1人配置 ・専任職員が不足していな ・看護師、准看護師、保健 ○
・保育士を利用児童 いか。 師又は助産師が不足し
おおむね3人につ ている。
き1人配置

※　体調不良児対応 ・保育士が不足している。 ○

型の職員配置基準 ・常駐していない。 ○
・看護師等1人配置 （ただし、病児対応型
・預かる体調不良児 及び病後児対応型の例
は看護師等1人に 外として、近隣病院等か
つき2人程度 ら保育士及び看護師等

が駆けつけられる等の
迅速な対応が可能であ
れば、①利用児童がいる
時間帯の看護師等につ
いて、②利用児童がいな
い時間帯の保育士及び
看護師等について、所
定の条件を満たす場合
は常駐を要しない。）

○

・体調不良児対応型を実施 ・看護師、准看護師、保 ○
する場合に職員が不足し 健師又は助産師が不足
ていないか。 している。

・安静が確保されるスペー ・確保されていない。 ○
スが確保されているか。

・職員が常駐しているか。 ・常駐していない。 ○

・実施保育施設における児 ・行っていない。 ○
童全体の健康管理・衛生
管理等の保健的な対応を
日常的に行っているか。

・協力医療機関を確保して ・確保していない。 ○

・開所時間が週40時間に満たな
い

・病児保育の整理簿がないた
め、監査日前１年間分の確認が
できない。

・病児保育事業の対象児童数
が確認できる書類があるか。（都道府県知事等への届

出、児童福祉法34-18）

　平成28年4月27日雇児発
0427第1号

・開所時間は、最低週40時間
以上か（保育施設と同時間開
所が理想だが最低週40時間と
している）

・児童が利用している時間に常
駐しているか。
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いるか。

・感染防止対策について配 ・配慮していない。 ○
慮しているか。

・研修を受講しているか。 ・受講していない。 ○
（努力義務） （受講するよう勧めるこ

と。）

・年間延べ利用児童数の確 ・実績数と加算分のラン ○
　認 クが異なる。

・月割になっていない。 ○

・加算額を間違っている。 ○

・登園の際、乳幼児の健康 ・十分な観察が行われて ○
状態の観察及び保護者か いない。
らの報告を受けている ・保護者から報告(連絡帳 ○

※登園、降園の際、乳幼 か。 を活用することを含
児一人一人の健康状 む。)を受けていない。
態の観察
※　体温、排便、食 ・保育中に発熱などの異常 ・適切な対応がとられて ○
事、睡眠、表情、 が発生した場合に、保護 いない。
皮膚の異常の有 者に連絡するとともに 、
無、機嫌等 状況に応じて嘱託医やか

かりつけ医の指示を受け
るなど適切に対応してい
るか。

・降園の際、乳幼児の健康 ・十分な観察が行われて ○
状態の観察及び保護者へ いない。
の報告を行っているか。 ・注意が必要である場合 ○

において保護者等にそ
の旨を報告していない。

(11)乳幼児の発育チェ ・毎月定期的に身長や体重 ・基本的な発育チェック ○
ック の測定をし、成長曲線と を全く行っていない。

比較するなど基本的な発 ・基本的な発育チェック ○
育チェックを行っている を毎月行っていない。
か。 ・成長曲線と比較して ○

いない。

(12) 乳幼児の健康診断 ・乳幼児の健康状態の確認 ・入所時に実施されてい ○
　継続して保育して のため、入所時の健康診 ない。ただし、保護者か
いる乳幼児の健康診 断はなるべく入所決定前 らの健康診断結果の提
断を入所時など1年 に実施し、未実施の場合、 出等がある場合等は、こ
に2回、学校保健安全 入所後ただちに行ってい れにより入所時の健康
法に規定する健康診 るか。 診断がなされたものと
断に準じて実施 みなしてよい。

・健診結果（母子健康手帳 ○
コピーを含む）の実施日が
6か月を超えている。

・事業期間が12月に満たない
場合の加算額は、単価（年額）
に「事業実施月数÷12」を乗じ
た額になっているか。

(10)乳幼児の健康状態の観
察
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・1年に2回の健康診断が ・全く実施されていない。 ○
実施されているか。（おお ・1年に1回しか実施して ○
むね6カ月毎に実施） 　いない。
※　施設において直接実 ・健康診断の内容が不十 ○
施できない場合は、保 分又は記録に不備があ
護者から健康診断書又 る。
は母子健康手帳の写し
の提出を受けること。

・歯科検診は、年1回実施 ・実施していない。 ○
しているか。 ・健診の内容が不十分 ○

又は記録に不備がある。

・入所後の乳幼児の体質、 ・緊急時に備えた保育施 ○
かかりつけ医の確認、緊 設付近の病院等の連絡
急時に備えた保育施設付 先関係の一覧表が未作
近の病院、児童相談所、警 成。
察署、消防署等の関係機 ・一部の関係機関の ○
関の一覧表を作成し、全て 連絡先が未記載。
の保育に従事する者への ・職員への周知状況の不 ○
周知が行われているか。 徹底等対応が不十分。

(13)感染症への対応 ・感染症にかかっているこ ・対応が適切ではない。 ○

(a)医師の意見書が必要な疾病 とが分かった乳幼児及び （マニュアルがない）

感染症の疑いがある乳幼児に
ついては、かかりつけ医の指
示に従うよう保護者に連絡して
いるか。

・治癒の判断を専ら保護者に委
ねている。

○

(b)保護者が受診後記入する疾病

・歯ブラシ、コップ、タオ ・洗浄、洗濯等を行わな ○
ル、ハンカチなどは、一人 いまま共用している。
一人のものを準備してい
るか。

(14)午睡時確認 ・乳幼児の午睡時における ・年齢別、個人別に作成 ○
（乳幼児突然死症候 状況を確認するためチェ し、日々確認するなど
群の予防） ック表は作成されている 乳幼児突然死症候群の

か。 発生率を低くするため
の努力が不足している。

   麻疹（はしか）、インフルエンザ、
風疹、水痘（水疱瘡）、流行性耳
下腺炎（おたふく風邪）、結核、咽
頭結膜熱（プール熱）、流行性角
結膜炎、百日咳、腸管出血性大
腸菌感染症（0157、O026、O111
等）　急性出血性結膜炎、侵襲性
髄膜炎菌感染症（髄膜炎菌性髄
膜炎） ・再登園時には、疾病の種類

に応じてかかりつけの医師が
記入する「意見書」又は受診後
保護者が記入する「登園届」の
提出などについて、保護者の
協力を求めているか。

　溶連菌感染症、マイコプラズマ
肺炎、手足口病、伝染性紅斑（リ
ンゴ病）、ウイルス性胃腸炎（ノロ
ウイルス、ロタウイルス、アデノウ
イルス等、ヘルパンギーナ、RSウ
イルス感染症、帯状疱疹、突発性
発疹
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・乳幼児突然死症候群の予防 ○
への配慮が不足している

・睡眠中の乳幼児の顔色や ・確認チェックを行って ○
呼吸の状態をきめ細かく いない年齢がある。
観察しているか。 ・確認チェックが以下の ○

とおり行われていない。
（0歳児5分間隔、1
歳児10分間隔、2歳
以上児15分間隔）

・０～１歳児を寝かせる場 ・うつぶせ寝の乳幼児が ○
合には、仰向けに寝かせ いる。
ているか。 ・うつぶせ寝に近い乳幼児 ○
※　仰向け寝は、乳幼児突 が散見される。
然死症候群の他、窒息の
防止の観点から有効であ
るが、医学上の理由から
医師がうつぶせ寝を勧め
る場合もあるため、うつ
ぶせ寝を行う場合は入所
時に保護者に確認するな
ど、乳幼児突然死症候群
の発生リスクを低減する
ための配慮に努めるこ
と。

・保育施設では禁煙を厳守 ・保育施設内で喫煙して ○
しているか。 いる。

(15)賠償責任保険、傷害 ・賠償責任保険、傷害保険 ・賠償すべき事故が発生 ○
保険（無過失保険）、火 （無過失保険）に加入す した場合に、損害賠償を
災保険の加入証明資料 るなど、保育中の万が一 速やかに行うことがで
及び重大事故防止の措置 の事故に備えているか。 きるよう備えられてい

ない。

・傷害保険（無過失保険）は ・同等以上の給付水準と ○
原則として、独立行政法 はいえない。
人日本スポーツ振興セン ・傷害保険に加入して ○
ターが行っている災害共 いない。
済給付制度と同等以上の
給付水準のものか。

※要綱にないので参考まで
・建物や保育設備・備品の ・加入していない。 ○
火災による損害に備える
ため火災保険に加入して
いるか。

・死亡事故等の重大事故が ・死亡事故等の重大事故が ○
発生した施設について 発生した施設において、
は、当該事故と同様の事 当該事故と同様の事故の
故の再発防止策及び事故 再発防止策及び事故後の
後の検証結果を踏まえた 検証結果を踏まえた
措置を取っているか。 措置が取られていない。

(16)外部評価の受審の ・定期的に外部の者による ・受審予定がない。 ○
22
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記録（受審済の場合） 評価を受けているか。

9 (1) 就業規則 ・常勤の正規職員、非常勤・ ・全く整備されていない。 ○
職 パート従業員毎の就業規 ・モデル就業規則に沿っ ○
員 則が整備されているか。 て必要な条項が含まれ
に ていない。
係 　（セクシャルハラスメ
る ント・パワーハラスメ
関 ントの禁止、無期労働
係 契約への転換、公益通
書 報者保護に関する規定）
類

(2) 出勤簿 ・職員の勤務の実態（出勤 ・全く記録が残されてい ○
時刻及び退勤時刻）を把 ない。
握するため、出勤簿やタ ・出勤時刻及び退勤時刻 ○
イムカードにより記録を が記録されない出勤簿
残しているか。 である。（別に出勤時刻

及び退勤時刻を整理し
たものがあれば指摘し
ない。）
・乳幼児の登降園簿と職 ○
員の出勤簿を同じ時間
単位で整理していない。

(3) 保育に従事する者の 　保育に従事する者の必要
数 数の算出
○乳児 ※　以下、必要数の算出
　　・おおむね3人に は、年齢別に小数点1
　　　つき1人以上 桁（小数点2桁以下切
○幼児 り捨て）目までを算出し、
　　・1、2歳児 その合計の端数（小数点1
　おおむね6人に 桁）を四捨五入する。
つき1人以上
　　・3歳児 ・調査日の属する月を基準 ・主たる開所時間におい ○
　　　おおむね20人に 月とし、月初の月極めの て、月極利用契約乳幼児
　　つき1人以上 利用契約乳幼児数を基礎 数に対して保育に従事
　　・4歳児以上 として算出した保育に従 する者が不足している。
　　　おおむね30人に 事する者の数が主たる開 ［保育に従事する者が
　　つき1人以上 所時間において配置基準 不足するような場合に

を満たしているか。 は、職員の増配置もしく
※　乳児、幼児を総称する は乳幼児の受入を断る
場合、「乳幼児」とする。 よう指導を行うこと。］

・配置基準ぎりぎりの ○
※　企業主導型保育 配置で、休憩できない。
施設の必要配置数
　上記の配置基準+1人以上 ・常時、保育に従事する者 ・契約乳幼児の在籍時間 ○

が複数配置されている 帯に保育に従事する者
　最低2人配置 か。 が1人勤務の時間帯が

また、主たる開所時間 ある。ただし、主たる開所
 を超える時間帯について 時間を超える時間帯に
 は、現に保育されている ついて、現に保育されて
 乳幼児が1人である場合 いる乳幼児が1人であ
 を除き、常時、2人以上 る場合を除く。
 の保育に従事する者を配

置しているか。

（実施要綱上［努める］こととされ
いるので、受審を検討するよう促
すこと。）
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［考え方］  
ここでいう保育に従
事する者は、その勤務時
間を常勤職員に換算（勤
務延べ時間数の合計を
当該法人・企業が労働基
準法に基づき定める就
業規則による1日の勤
務時間で除して常勤職
員数とみなす）して上記
の人数を確保すること。 　

(4) 保育に従事する者 　 　 　
　のうちの保育士の数 　 　

ア　イ以外の施設 ・保育士が必要保育従事者 ・保育に従事する者数に ○
の2分の1以上いるか。 ついて保育士が不足し

ている。　

イ　定員20人以上の ・保育士が保育従事者数の ・保育に従事する者数に ○
保育事業者実施型の施設 4分の3以上いるか。 ついて保育士が不足し
（令和元年度までの助成施 ている。　
設は、令和4年度までの経 ※　雇用保育士数（常勤
過措置として、従前の算 換算）÷（必要保育従 　
定によることができる。） 事者数+1人）
※　保健師、看護師 ＝保育士比率（小数点
又は准看護師の保 以下切り捨て）
育士としてのみな ※　常勤換算とは各保育
し特例は1人まで 士の勤務延べ時間数の
とする。 合計を当該法人・企業

が労働基準法に基づき
定める就業規則による
1月の勤務時間で除し
た数とする。
※　必要保育従事者を超
えて配置している者に
ついては保育士比率の
計算に含める必要はな
い。

・保育士、看護師等の資格 ・資格証明書の写しが全 ○
証明書の写しはあるか。 くない。

・一部の職員について資 ○
格証明書の写しがない。
・旧姓のままの資格証明 ○
書の写しが保管されて
いる。

(5) 子育て支援員 ・受講修了者について、子 ・修了証書の写しが全く ○
育て支援員研修の修了証 ない。
書の写しはあるか。 ・一部の職員について修 ○

了証書の写しがない。

(6) 子育て支援員の資 ・令和2年度中の子育 ○
格を有していない者 て支援員研修の受講
への対応 予定がない。

・子育て支援員の資格の取得
に努めているか。
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(7) 調理員の配置 ・自園調理の場合、調 ・雇用していない。 ○
理員を雇用している （調理業務の全部を委託
か。 している場合及び外部搬

入の場合は、置かない
ことができる。）

・園長、保育従事者等が ○
調理員を兼務している。

(8) 非正規労働者受入 ・受入推進枠が確保されて ・受入推進枠が埋まった ○
　推進加算の確認 いるか。 にもかかわらず加算額
　（推進枠設定の有無） を受けている

(9) 保育補助者雇上強 ・保育補助者として雇用し ・左記の要件を満たして ○
化加算の確認（平成 た者はア～ウの要件をす いない。
29年度分より） べて満たしているか。

※  実施要綱第3の ア　保育士資格を有して
2の（4）に定める いない者であること。
職員とは別に配置 イ　原則として勤務時間
した場合に加算と が週30時間程度かつ1
なること。 か月120時間程度であ

ること。
※  保育補助者雇上 ウ　子育て支援員研修等
強化加算と連携推 の必要な研修を受講し
進加算を同時に受 た者又は受講予定者
ける場合には、そ （令和2年度中受講
れぞれ別の者を配 を予定している者に
置する必要がある 限る。）であること。
こと。

(10) 連携推進加算の確 ・常勤専任で、助成申請手 ・常勤専任でない。 ○
　認 続等の事務が行われない ・当該施設にいない。 ○
※  実施要綱第3の 間も、当該施設において ・辞令に連携推進員で ○
　2の（4）に定める 保育従事者の補助業務を あることが記載されてい
　職員とは別に配置 行っているか。 ない、又は辞令がない。
　した場合に加算と
　なること。 ※　短時間職員の配置も
※  保育補助者雇上 可能であるが、その場
　強化加算と連携推 合でも常勤換算して1
　進加算を同時に受 人以上の配置が必要。
　ける場合には、そ
　れぞれ別の者を配
　置する必要がある
　こと。  
※  辞令、出勤簿で配
　置状況を確認すること。

・月割になっていない。 ○

・同一者となっている。 ○

（受入推進枠の設定内容及び
周知方法がわかる資料の提出
を受け確認すること。）

・事業期間が12月に満たない
場合の加算額は、単価（年額）
に「事業実施月数÷12」を乗じ
た額になっているか。

・（9）と（10）の職員は別の者と
なっているか。
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(11) 処遇改善加算Ⅰの ・賃金改善計画書は作成さ ・作成されていない。 ○
要件の確認 ・作成されているが、一 ○

部に不備がある。

・明確な根拠規定は整備さ ・給与規程等が整備され ○
れているか。 　ていない。

・上記について、職員への ・周知が図られていな ○
周知が図られているか。 　い。

・研修が計画的に実施さ ・研修が実施されておら ○
れ、研修機会の確保・提 ず、研修機会の確保・
供がなされているか。 提供も行われていな

い。

・技術指導等の実施及び職 ・不十分である。 ○
員の能力評価の実施（予定 ・技術指導等も、職員の ○
含む）がなされているか。 能力評価も行われてい

ない

・資格取得に向けた支援が ・資格取得に向けた支援 ○
行われ、職員への周知が が行われておらず、職
図られているか。 員への周知もなされて

いない。

・対象職員数に誤りはない ・誤りがある。 ○

(12) 処遇改善加算Ⅱの ・賃金改善実施計画が策定 ・策定されていない。 ○
要件の確認 されているか。

・経験年数の確認（参考）
ア　副主任等について、 ・満たしていない。 ○
概ね７年以上の経験年 ・経験年数を満たしてい ○
数を満たしているか。 ない職員について柔軟

な対応に問題がある。

イ　職務分野別リーダー ・満たしていない。 ○
等について、概ね３年 ・経験年数を満たしてい ○
以上の経験年数を満た ない職員について柔軟

な対応に問題がある。

・併せて処遇改善加算Ⅰの ・内訳を作成していない。 ○
対象職員とした者がいる
場合に内訳はあるか。

(13) 職員に関する書類 ・職員の氏名、連絡先、職員 ○
等の整備 の資格を証明する書類

（写）、採用年月日等が記 ・整備内容が不十分。 ○
載された帳簿が備えられ
ているか。

・（9）と（10）の職員は別の者と
なっているか。

れているか。（委託されている
場合は、改善分の委託契約の
見直し内容の確認）

か。（新旧給与規程と、賃金台
帳の確認）

しているか。（職責の分かる辞
令等で副主任、リーダーの役
割を確認すること）

・確認できる書類が備えられて
いない。
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・労働基準法等の他法令に ・左記の帳簿のうち、 ○
基づき、各事業場ごとに ab若しくはa又はbの
備え付けが義務付けられ 整備状況が不十分。
ている帳簿等が備えられ
ているか。 ・左記の帳簿のうち、 ○
a 労働者名簿（労働基準 ｃの整備状況が不十分。
法第107条）
b 賃金台帳（労働基準法
第108条）
c 雇入、解雇、災害補
償、賃金その他労働関
係に関する重要な書類
の保存義務（労働基準
法第109条）

ア　履歴書
イ　雇用契約書
ウ　労働者名簿
エ　賃金台帳

(14)職員の健康診断 ・職員の健康診断を採用時 ・実施されていない。 ○
及び1年に1回実施して ・受診できていない職員 ○
いるか。 がいる。

10 (1)  衛生管理の状況 ・調理に携わる調理員及び ・実施されていない。 ○
a 調理室、調理、配 給食介助職員は、おおむ ・おおむね月1回の検便 ○
膳、食器等の適切 ね月1回検便を実施する が実施されている状況
な衛生管理 こと。 にない。

・調理従事者等衛生点検表 ・全く作成されていない。 ○
（従事者等の衛生管理点 ・一部作成されているが ○
検表、調理施設の点検 不十分である。
表、原材料の取扱い等点
検表、調理等における点
検表調理器具等及び使用
水の点検表）は作成され
ているか。

・食器や哺乳ビン及びふ ・定期的に煮沸消毒を実 ○
きん、まな板、なべ等につ 施していない。
いて定期的に煮沸消毒が ・煮沸消毒の内容が不十 ○
行われているか。 分である。

・調理室が清潔に保たれ ・汚れている。残飯等が ○
ているか。 放置されている。

・ 調理方法が衛生的であ ・不適切な事項がある。 ○
るか。

・配膳が衛生的であるか。 ・配膳が衛生的でない。 ○

・食事時、食器類や哺乳ビ ・（十分な消毒がなされず ○
ンは、乳幼児や保育に従 に）共用されることが
事する者の間で共用され ある。
ていないか。

給
食
・
衛
生
環
境
等

（目安として煮沸なら約5分、熱
風乾燥なら約80℃40分）
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・食品の保存（離乳食を含 ・冷蔵庫がない。その他、 ○
む。）について腐敗、変質 食品の保存に関し、不適
しないよう冷蔵庫を利用 切な事項がある。
する等適切な措置を講じ
ているか。

・検査用として保存食及 ○
び原材料を-20℃（JIS基
準の-18℃でOK）で2週
間保存しているか。

・ 検食を適切な時間（食 ・検食を行っていない。 ○
事前）に行っているか。 ・検食簿に記載されてい ○
また、その評価を検食 ない。
簿に記載しているか。

(2)調理業務の委託 ・外部搬入による食事の提 ・基準に定める施設では ○
※　基準に定める施設 供について、搬入施設が なく要件に該当しない
同一の事業者又は 業者である。
関連事業者が運営す
る企業主導型保育施 準」に定める施設であるか。
設、小規模保育事業
若しくは事業所内保 ・確認できる書類がない。 ○
育事業を実施する施
設、社会福祉施設又
は医療機関等から搬
入すること。それも ・調理業務の全部を外部 ・全部を外部の業者に委 ○
困難な場合は、学校 の業者に適切に 託しているが、契約書
給食法第3条第2項 委託しているか。 を締結していない。
に規定する義務教育 ・契約内容に一部不備が ○
諸学校又は同法第6 ある。
条に規定する共同調
理場から外部搬入が ・ 契約内容により、自園 ・自園調理と同様な給食 ○
可能。 調理と同様な給食の質が の質が確保されている

確保されているか。 とは言い難い。

(3) 食事内容等の状況 ・乳児の食事を幼児の食 ・乳児と幼児の食事を区 ○
(a) 乳幼児の年齢や 事と区別して実施してい 別せず、食事の提供に配
発達、健康状態 るか。 慮されていない。
（アレルギー疾患
等を含む。）等に配 ・食事の内容がレトルト ・レトルト食品、調理済み ○
慮した食事内容及び 食品、調理済み冷凍食品 冷凍食品のみである
アレルギー対応マニュ をパック詰めしたものに
アルの作成 なっていないか。

・食物アレルギーのある ・アレルギー対応マニュ ○
乳幼児に対してマニュア アルが作成されていな
ルに沿った適切な対応が い。
図られており、職員全員 ・対応策が職員全員に周知 ○
にその対応策が徹底され 徹底されていない。
ているか。 ・チェック体制が確立さ ○

れていない。
・トレーの色替えなど事故 ○
防止策を工夫していない。
・アレルギー対応マニュア ○
ルはあるが、一部内容に

・検査用保存食が50gずつ適切
に保存されていない。

・要件を満たしていることを、確
認できる書類があるか。

「家庭的保育事業等の設備及
び運営に関する基
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不備がある。

・ 乳児にミルクを与えた ・乳児に対する配慮が適 ○
場合は、ゲップをさせる 切に行われていない。
などの授乳後の処置が行
われているか。また、離乳
食摂取後の乳児について
も食事後の状況に注意が
払われているか。

 (b) 献立に沿った調 ・栄養所要量、乳幼児の嗜 ・献立が作成されていない。 ○
　 理（予定・実施献立 好を踏まえ変化のある献 ○
表） 立により、一定期間の献

立表を作成し、この献立 ・食材等の都合により、 ○
に基づき調理がされてい 献立が変更された場合に
るか。 保護者に連絡していない。

11 (1) 各種研修会への参
施 　加
設 (a) 安全研修への参 ・協会の実施する安全研修 ・受講していない。 ○
内 　加 を受講しているか。
外 （申し込みがある場合は

の 指摘しない）
研
修 (b) 子育て支援員研 ・保育士資格を有していな ・受講予定がない。 ○
等 修への参加 い保育従事者がいる場

合、子育て支援員研修の
受講予定があるか。

(c) 施設長研修への ・施設長研修を受けている ・受けていない。 ○
参加 か。

12 (1)児童相談所等の専 ・入所乳幼児について、虐 ・虐待等不適切な養育が ○
門的機関との連携 待等不適切な養育が疑わ 疑われる場合に専門的

れる場合に、児童相談所 機関への通告等が行わ
等の専門的機関と連携す れていない。
る等の体制がとられてい
るか。

※　虐待が疑われる場合
だけでなく、心身の発
達に遅れがみられる場
合社会的援助が必要な
家庭状況である場合等
においても、専門的機
関に対し、適切な連絡
に努めること。

(2)各種契約書の確認 ・建物等の賃貸借契約書の ○
（賃貸借や業務委託を 確認ができるか。
している場合） ・契約書の内容に不備が ○

ある。

・給食業務、施設管理業務 ・委託契約書の確認がで ○
（警備保守）等の委託契 きない。
約書の確認ができるか。 ・契約書の内容に不備がある。 ○

そ
の
他

・契約書がなく、賃貸借契約書
の確認ができない。

・献立に従った調理が適切に行
われていないことがある。
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(3) 賃借料加算の確認 ・契約書による賃借料の額 ○
の確認.

(4) 防犯・安全対策強 ・事故防止、事故後の検証、 ○
化加算の確認 防犯対策の強化のための
　（H29～） 設備の設置等に適切に使

用されているか。

・設置場所は適切か。 ・適切でない。 ○
※　対象となる設備等 ・設置後において、適切 ○
ビデオカメラ、レコ に運用していない。
ーダー、モニター、ベ
ビーセンサー等
※　想定される設置場所
食事、午睡、プール・
水遊びを行う場所、
門扉、玄関　等

（5）運営システム導入加算 ・施設における業務のICT化 ○
の確認(H31～） 推進が図られ、保育士の業務

が軽減されているか。
（中小企業事業主に限る）
（各施設1度に限る）
・保育に関する計画・記録 ○
・園児の登園及び降園の管理
・保護者との連絡 　 　
に関する機能

（6）改修支援加算の確認 ○
(R2～）

（7）改修実施加算の確認 a貸借料加算 ○
(R2～）

○

（各施設1度限）

(8)医薬品の整備 ・必要な医薬品その他の医 ・左記の最低必要な医薬 ○
療品が備えられている 品、医療品がない。
か。 ・必要な医薬品、医療品 ○
※　最低必要なもの：体 の一部が不足している。
温計、水枕、消毒薬、絆 （特に配慮を要するものは

大規模修繕等の取扱いにおい
て、建物の改修等を行うにあ
たり、中小企業主が他の企業
との共同設置、共同利用につ
いて企業間で検討、相談、準
備等を行った場合に加算

・加算の趣旨に合致する支出で
はない。

・保証金等対象外経費が含まれ
ている。

・導入後において、適切に運用し
ていない

・大規模修繕等の取扱いにお
いて、企業主導型保育事業を
実施するための建物の改修を
行った場合に加算
　（10年間限度）

・加算の趣旨に合致する支出で
はない。

・加算の趣旨に合致する支出で
はない。大規模修繕等の取扱いにおい

て、建物の改修等を行う工事
着工から工事完了までの期間
の賃借料について「賃借料加
算」の定めに準じ加算

b共同設置・共同利用連携加
算

・加算の趣旨に合致する支出で
はない。

・加算の趣旨に合致する支出で
はない。
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創膏類 C判定）

(9)安全確保 ・乳幼児の安全の確保に配 ・保育室など乳幼児の出 ○
慮した保育を実施してい 入りする全ての場所に

※ 防犯、安全対策 るか。 危険防止に対する十分
強化ための設備 な配慮がなされていない。
ビデオカメラ、レコ （特に配慮を要するものは
ーダー、モニター、ベ C判定）
ビーセンサーなど

・事故防止の観点から、施 ・園外活動時の事故防止 ○
設内外の危険な場所、設備 のためのお散歩マップが
等に対して適切な安全管 作成されていない。
理を図っているか。 ・引率職員の役割分担や ○

危険個所の事前確認が
できていない。
（特に配慮を要するものは
C判定）

・施設内の危険な場所、設 ○
備等への囲障の設置が
ない。
・囲障はあるが、施錠等 ○
が不十分。

・不審者の立入防止などの ・外部からの不審者等の ○
対策や緊急時における乳 侵入防止のための体制
幼児の安全を確保する体 が整備されていない。
制を整備しているか。 ・訓練が実施されていない。 ○
・防犯、安全対策強化のた ・設置していない。 ○
めの設備の設置に努めて
いるか。

(10)施設及びサービスに ・以下の事項について、施 ・全く掲示されていない。 ○
関する内容の提示 設のサービスを利用しよ

うとする者が見やすい場 ・左記(a)～(m)の事項につ ○
所に掲示されているか。 き、掲示内容又は掲示の
(a) 設置者の氏名又は名称 仕方が不十分
及び施設の管理者の氏名
(b) 建物その他の設備の規
模及び構造
(c) 施設の名称及び所在地
(d) 事業を開始した年月日
(e) 開所している時間
(f) 提供するサービスの内
容及び当該サービスの提
供につき利用者が支払う
べき額に関する事項
(g) 入所定員
(h) 保育士その他の職員の
配置数又はその予定
(i) 保険契約している保険
の種類、保険事故及び保
険金額
(j) 提携している医療機関
の名称、所在地
(k) 緊急時における関係機
関の連絡先、保護者との

※(f)については、保育料の無償
化に関する事項が明記されてい
るか確認すること。
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連絡方法
(l) 非常災害時の関係機関
の連絡先、保護者との連

(m) 虐待の防止に関する研
修の実施状況、マニュア
ルの作成状況

(11)　保育事業者の再委託 ・保育事業者から他の保育事
業者へ再委託していないか。
（但し、29年度以前から再委託
している事業者は30年度限り
可）

・保育事業を実施する業者が他
の保育事業者への再委託を
行っている。

○

(12)施設の看板等の表示 ○

※内閣府所管事業であるが、
内閣府が認定や認可を行うも
のではない。

（内閣府認可、認証、内閣府助
成施設等）
「内閣府所管　企業主導型保
育事業」のみ表記可

（13）　企業主導型保育事業 ・保護者は、当該市町村長 ・当施設の利用を開始した ○
　　利用報告書の市町村宛 宛に「企業主導型保育事業 とき又は当施設の利用中に
　　届出状況 利用報告書」又は「企業主導 他の市町村に居住地が

型保育事業終了報告書」の 変わったときに「企業主導型
提出が義務付けられている 保育事業利用報告書」が
が遵守励行しているか。 提出されていない。
※当該報告書は、原則として
　当施設経由市町村長宛に ・当施設の利用を終了した ○
　提出する。 ときに「企業主導型保育事業

終了報告書」が提出されて
いない。

(14)　企業主導型保育事業 ・保育事業者は、令和元年 ・令和元年10月1日現在で、 ○
　　利用状況報告書の 10月1日現在で、当該市町 当該市町村長宛に「企業
　　市町村宛届出状況 村長宛に「企業主導型保育 主導型保育事業利用状況

事業利用状況報告書」の 報告書」が提出されていない。
提出が義務付けられている
が遵守励行しているか。

・令和2年以降は、毎年4月 ・各年４月1日現在で、 ○
1日現在で、当該市町村長 当該市町村長宛に「企業
宛に「企業主導型保育事業 主導型保育事業利用状況
利用状況報告書」の提出が 報告書」が提出されていない。
義務付けられているが
遵守励行しているか。

・利用者に誤解を与える表記
になっていないか。

・看板等に内閣府認定や認可等
の表示がある

絡方法、避難訓練の実施状
況、避難場所及び避難方法
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